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デジタル技術の導入・活用に向けた人材確保の方法として 
「社内人材の活用・育成」をあげる企業が半数超 

「ものづくり産業における DX と人材育成に関する調査」 
＜調査結果のポイント＞ 
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調査部主任調査員       荒川 創太 

調査部主任調査員補佐    岩田 敏英 

(電話)  ０３－５９０３－６２８６  （URL）https://www.jil.go.jp/ 

令 和 ７ 年 5 月 9 日 （ 金 ） 

＜OJT、OFF-JT の実施割合はいずれも約 7 割で、従業員規模が大きいほど高い割合＞ 

 従業員の職業能力開発・向上のために計画的なOJT を実施した企業は 72.7％、OFF-JT は 70.0％
で、いずれも従業員規模が大きいほど実施割合が高い（P.4 図表 1-3、P.5 図表 1-5）。 

 OFF-JT で実施したデジタル技術に関する内容（複数回答）は、「一般的なデジタル技術に関する

知識・技術の習得」「デジタル技術の自社への導入・活用・応用」が 2割超（P.6 図表 1-6）。 

＜従業員の育成・能力開発による経営面への効果として 7 割超が「技術水準や品質の向上」を実感＞ 

 従業員の育成・能力開発を行うことによる経営面への効果の実感度合いをみると、「効果を感じて

いる」（12.7％）と「やや効果を感じている」（54.2％）を合わせた 66.9％が効果を実感している

（P.7 図表 1-9）。感じている効果の内容（複数回答）は、「技術水準や品質の向上」（74.0％）、

「生産・加工にかかる作業時間の短縮」（64.3％）などが上位（P.8 図表 1-10）。 
 従業員の育成・能力開発を行うことによる人事面への効果の実感度合いをみると、「効果を感じて

いる」（9.9％）と「やや効果を感じている」（57.0％）を合わせた 66.8％が効果を実感している（P.8 

図表 1-11）。感じている効果の内容（複数回答）は、「従業員の能力・スキルの底上げ」（82.6％）、

「既存の従業員のモチベーションの向上」（57.7％）などが上位（P.9 図表 1-12）。 
＜デジタル技術の活用は「見える化」が 7 割超と高く、「自動化」は 3～5 割、「最適化」も 3 割前後＞ 

 デジタル技術を活用して何らかの業務改善を行った・行っている企業は 77.2％。工程別では「事

務処理」（43.9％）と「生産管理」（43.7％）で 4割を超え、「製造」は 39.9％（P.9 図表 2-1）。 
 ものづくりの中心的な工程である「企画・開発・設計」「製造」「生産管理」「品質管理」での取り

組み内容を尋ねると（複数回答）、「見える化（データの収集・蓄積・分析）」は、いずれの工程も

7 割超。「自動化（データによる制御）」は、「製造」が49.5％でそれ以外は 3割台。「最適化（自動

化を踏まえた工程全体の見直し）」はいずれの工程も 2 割台～3割台（P.10 図表 2-2）。 

＜デジタル技術の導入・活用に向けた人材確保方法は、5 割超が「社内人材」を活用・育成と回答＞ 

 デジタル技術活用企業に対し、導入・活用に向けた人材確保の方法を尋ねると（複数回答）、「社内

人材の活用・育成」がいずれの工程でも最多で 5割を超えた。「新たに採用（新卒・中途）」は「企

画・開発・設計」工程（22.9％）で他の工程よりも 10ポイント程度高い割合（P.13 図表 2-6）。 

 社内人材の具体的な育成方法（複数回答）は、OJT がいずれの工程でも 5 割を超える。「企画・開

発・設計」工程ではOFF-JT が 56.8％で最も高い割合に（P.13 図表 2-7）。 
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Ⅰ 調査の概要  

１．調査の趣旨・目的 

現在、政府では、①リスキリングによる能力向上支援②個々の企業の実態に応じた職務給の導入

③成長分野への労働移動の円滑化――の 3つを柱とした「三位一体」の労働市場改革や、デジタル

人材育成の推進を重要課題に位置付けている。特にデジタル人材育成の推進については、我が国の

基幹産業である「ものづくり産業」にも共通する課題であることから、ものづくり産業におけるデ

ジタル技術活用の進捗具合と、それに向けた企業による人材確保・育成の状況等を把握するため、

企業アンケート調査を行った。 

 

２．調査名 

「ものづくり産業における DXと人材育成に関する調査」 

 

３．調査対象および抽出方法 

全国の日本標準産業分類（平成 25年 10 月改訂）による項目「Ｅ 製造業」に分類される企業の

うち、〔プラスチック製品製造業〕〔鉄鋼業〕〔非鉄金属製造業〕〔金属製品製造業〕〔はん用機械器具

製造業〕〔生産用機械器具製造業〕〔業務用機械器具製造業〕〔電子部品・デバイス・電子回路製造

業〕〔電気機械器具製造業〕〔情報通信機械器具製造業〕〔輸送用機械器具製造業〕の従業員数 30人

以上の企業 20,000 社。 
総務省の経済センサス活動調査（令和 3年版）確報集計の企業分布に従い、民間信用調査機関所

有の企業データベースから業種・規模別に層化無作為抽出した。なお、経済センサス活動調査（令

和 3 年版）の確報集計における対象該当企業数は 22,218 社となっており、今回調査で企業データ

ベースから抽出した 20,000 社は、このうちの約 90％をカバーしていることになる。 
 
４．調査方法 

調査票の配布は郵送で行い、回収は郵送とWeb フォームによる提出を併用した。 

 

５．調査実施期間 

令和 6（2024）年 11月 27 日～12月 23 日（調査時点は 10 月 1日現在）。 
 

６．有効回収数 

 3,313 社（16.6％） 
 

７．回答企業の属性 

 15 ページに掲載。 
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Ⅱ 調査結果の概要  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
《１》人材育成の実施状況 

１．人材育成・能力開発の方針 

従業員に対する人材育成・能力開発の方針を尋ねたところ、「今いる人材を前提にその能力をも

う一段アップできるよう能力開発を行っている」とする企業割合が 38.5％と最も高く、「個々の従

業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身につけることを目的に能力開発を行っている」が

35.4％で次いで高い。 
従業員規模別（以下、「規模別」）にみると、規模の大きい企業ほど先を見越した能力開発を行っ

ている傾向がみられる。一方、規模の小さい企業ほど方針を定めていない割合が高まり、「50 人以

下」の企業では約 2割（20.1％）が方針を定めていない（図表 1-1）。 
 

図表 1-1 従業員に対する人材育成・能力開発の方針（規模別、単位：％） 

 
 

２．人材育成・能力開発の方針は、従業員にどのくらい浸透しているか 

何らかの人材育成・能力開発の方針を定めている企業（n=2,775）に対して、従業員に方針がど

のくらい浸透しているかを尋ねたところ、「浸透している」が 5.4％、「ある程度浸透している」が

58.7％などとなっており、浸透しているとする企業が合計で 6割超となっている。 
規模別にみると、規模による違いはあまりみられない（図表 1-2）。 
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計 3,313 9.9 38.5 35.4 16.0 0.3

50人以下 1,335 9.1 31.5 38.8 20.1 0.4

51～100人 1,019 8.7 40.3 34.2 16.6 0.1

101～300人 747 10.7 45.6 32.9 10.6 0.1

301人以上 212 17.0 48.1 28.8 5.7 0.5

【用語の説明】 

デジタル技術：高度なＩＣＴ（情報通信技術）やＩｏＴ（モノのインターネット化）、ＡＩ（人工知能）周辺技術
（画像・音声認識など）、ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オートメーション）など、製造現場等で使われる新
技術（これらの技術を使って収集したデータを分析し、活用することも含む）。 
従業員：期間を定めずに、または 1 か月以上の期間を定めて雇われている者。他社に派遣している派遣労働者も
含む。別企業に出向している者は含めない。 
正社員：従業員のうち、雇用期間の定めのない者であって、企業で定められている 1 週間の所定労働時間で働い
ている、正社員・正職員として処遇されている者。 
正社員以外：従業員のうち、上記正社員以外の者（企業に直接雇用されている「嘱託」「契約社員」「パートタイム
労働者」やそれに近い名称で呼ばれている者など。直接雇用されない派遣労働者・請負労働者は含まない）。 
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図表 1-２ 人材育成・能力開発の方針は、従業員にどのくらい浸透しているか（規模別） 

 
 

３．「計画的な OJT1」の実施状況 

従業員の職業能力開発・向上のための「計画的なOJT」を実施しているか尋ねたところ、「正社

員・正社員以外ともに実施している」が 42.9％、「正社員のみ実施している」が 29.2％、「正社員以

外のみ実施している」が 0.6％で、合計すると 7割超（72.7％）2の企業で何らかの「計画的なOJT」
を実施している。 
規模別にみると、規模の大きい企業ほど実施している割合は高く、「301 人以上」では正社員に

対して実施している企業の割合は 9 割を超える（91.5％）（図表 1-3）。 

   

図表 1-3 「計画的な OJT」の実施状況（規模別） 

 
 
何らかの「計画的なOJT」を実施している企業（n=2,407）に対し、どのようなことを実施して

いるか尋ねたところ（複数回答）、「身につけるべき知識や技能を示す取り組み」が 77.1％で最も割

合が高く、次いで「作業標準書や作業手順書の活用」（69.3％）、「仕事の内容を吟味して、やさしい

仕事から難しい仕事へと経験させる取り組み」（47.7％）、「仕事を行う上での心構えを示す取り組

み」（42.4％）などとなっている（図表 1-4）。  

 
1 日常の業務に就きながら行われる教育訓練（OJT：On the Job Training）のうち、教育訓練に関する計画書を作成する

などして教育担当者、対象者、期間、内容などを具体的に定めて、段階的・継続的に実施する教育訓練をいう。例えば、

教育訓練計画に基づき、ライン長などが教育訓練担当者として作業方法等について部下に指導することなどを含む。 
2 回答数を足し上げてから割合を算出した。そのため、小数点以下第 1 位を四捨五入した各割合をそのまま足し上げたも

のとは一致しない場合がある（以降同じ）。 

4.5 62.8 30.2 2.5
0.0

5.7 61.3 31.2 1.6
0.1

5.3 55.5 35.2 3.8
0.2

5.5 58.9 32.4 3.2
0.1

5.4 58.7 32.8 3.0
0.1

0 20 40 60 80 100
(％)

301人以上（n=199）

101～300人（n=667）

51～100人（n=849）

50人以下（n=1,060）

計（n=2,775）

 浸透している  ある程度浸透している  あまり浸透していない  浸透していない  無回答

58.5 33.0 0.0 8.5 0.0

52.3 32.4 0.4 14.9 0.0

43.3 29.3 0.5 26.5 0.4

34.8 26.6 1.0 36.8 0.9

42.9 29.2 0.6 26.9 0.5

0 20 40 60 80 100
(％)

301人以上（n=212）

101～300人（n=747）

51～100人（n=1,019）

50人以下（n=1,335）

計（n=3,313）

 正社員・正社員以外ともに実施している  正社員のみ実施している  正社員以外のみ実施している
 実施していない  無回答
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図表 1-4 「計画的な OJT」の実施内容（複数回答） 

 
注：複数回答設問の「無回答」の割合は掲載を割愛した（以降の図表も同じ）。 

 

４．OFF-JT3の実施状況 

従業員の職業能力開発・向上のためのOFF-JT を実施しているか尋ねたところ、「正社員・正社

員以外ともに実施している」が 24.4％、「正社員のみ実施している」が 45.0％、「正社員以外のみ実

施している」が 0.5％で、合計すると約 7 割（70.0％）の企業で何らかのOFF-JT を実施している。 
規模別にみると、規模の大きい企業ほど実施している割合は高く、「301 人以上」では正社員に

対して実施している企業の割合は 9 割を超える（92.0％）（図表 1-5）。 

 

図表 1-5 OFF-JT の実施状況（規模別） 

 
 
何らかの OFF-JT を実施している企業（n=2,319）に対し、デジタル技術に関する内容の OFF-

JT として、どのようなことを実施しているか尋ねると（複数回答）、49.0％と約半数の企業が「実

施していない」と回答し、実施している企業があげた内容としては、「一般的なデジタル技術に関

する知識・技術の習得」が 25.4％で、「デジタル技術の自社への導入・活用・応用」が 23.1％など

という結果となっている（図表 1-6）。  

 
3 業務命令に基づき、通常の仕事を一時的に離れて行う教育訓練（研修）のことをいい、例えば、社内で実施する教育訓練

（労働者を 1 か所に集合させて実施する集合訓練など）や、社外で実施する教育訓練（業界団体や民間の教育訓練機関な

ど社外の教育訓練機関が実施する教育訓練に労働者を派遣することなど）を含む。 

1.0

18.7

23.9

30.7

33.4

38.2

42.4

47.7

69.3

77.1

0 20 40 60 80

その他

会社の人材育成方針の説明

課題を与えて、解決策を検討させる取り組み

目指すべき仕事や役割を示す取り組み

会社の理念や創業者の考え方を理解させる取り組み

主要な担当業務のほかに、関連する業務もローテーションで経験させる取り組み

仕事を行う上での心構えを示す取り組み

仕事の内容を吟味して、やさしい仕事から難しい仕事へと経験させる取り組み

作業標準書や作業手順書の活用

身につけるべき知識や技能を示す取り組み

(％)

n=2,407

40.1 51.9 0.0 7.5 0.5

33.5 50.5 0.1 15.8 0.1

21.9 48.7 0.6 28.6 0.3

18.8 38.1 0.8 41.6 0.7

24.4 45.0 0.5 29.6 0.4

0 20 40 60 80 100
(％)

301人以上（n=212）

101～300人（n=747）

51～100人（n=1,019）

50人以下（n=1,335）

計（n=3,313）

 正社員・正社員以外ともに実施している  正社員のみ実施している  正社員以外のみ実施している
 実施していない  無回答
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図表 1-6 デジタル技術に関する内容で OFF-JT として実施していること（複数回答） 

 
 
５．従業員の自己啓発 4に対する支援 

従業員の自己啓発に対する支援を行っているか尋ねたところ、「正社員・正社員以外ともに実施

している」が 24.1％、「正社員のみ実施している」が 35.4％、「正社員以外のみ実施している」が

0.4％で、合計すると約 6割（59.9％）の企業で何らかの自己啓発に対する支援を行っており、「実

施していない」が 39.9％となっている。 

規模別にみると、規模の大きい企業ほど支援を実施している割合は高く、「301 人以上」では正

社員に対して約 9割（89.6％）の企業が支援を実施している（図表 1-7） 

 

図表 1-7 自己啓発に対する支援の実施状況（規模別） 

 

 

何らかの自己啓発に対する支援を行っている企業（n=1,984）に、どのような支援を行っている

か尋ねたところ（複数回答）、「受講料などの金銭的支援」（83.8％）が 8 割を超えて特に割合が高

く、「教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」（41.7％）と「自己啓発を通して取得した資格

等に対する報酬」（39.3％）が 4 割前後に及んでいる（図表 1-8）。  

 
4 労働者が職業生活を継続するために行う、職業に関する能力を自発的に開発し、向上させるための活動をいう（職業に関

係ない趣味、娯楽、スポーツ健康増進等のためのものは含まない）。 

49.0

1.5

4.4

5.2

7.8

8.7

16.9

23.1

25.4

0 10 20 30 40 50

実施していない

その他

管理者向けのデジタル技術を活用できる人材の育成方法

国内外のデジタル技術の動向把握

デジタル技術で収集したデータの分析

プログラミング・システム開発

他社で開発されたデジタル技術を応用した製品・サービスをつかいこなす

デジタル技術の自社への導入・活用・応用

一般的なデジタル技術に関する知識・技術の習得

(％)

n=2,319

41.5 48.1 0.0 9.4 0.9

30.3 41.2 0.5 27.8 0.1

21.6 37.1 0.4 40.9 0.0

19.7 28.9 0.4 50.6 0.4

24.1 35.4 0.4 39.9 0.2

0 20 40 60 80 100
(％)

301人以上（n=212）

101～300人（n=747）

51～100人（n=1,019）

50人以下（n=1,335）

計（n=3,313）

 正社員・正社員以外ともに実施している  正社員のみ実施している  正社員以外のみ実施している
 実施していない  無回答
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図表 1-8 自己啓発に対する支援の実施内容（複数回答） 

 
 

６．従業員の育成・能力開発を行うことによる経営面への効果の実感度合い 

調査では、従業員の育成・能力開発を行うことによる経営面への効果を、どの程度実感している

か尋ねている。「従業員の育成・能力開発を行っていない」とする企業を除いた「能力開発実施企

業」で、経営面での効果を感じている割合を集計したところ、「効果を感じている」が 12.7％、「や

や効果を感じている」が 54.2％となり、両者を合わせた 66.9％の企業が経営面への効果を実感し

ている。 
規模別にみると、規模による違いはあまりみられない（図表 1-9）。 

 
図表 1-9 従業員の育成・能力開発を行うことによる経営面への効果の実感度合い（規模別） 

 
注：「従業員の育成・能力開発を行っていない」および無回答を除く。 

 
経営面に「効果を感じている」または「やや効果を感じている」とする企業（n=2,010）に、ど

のような効果を感じているか尋ねたところ（複数回答）、「技術水準や品質の向上」が 74.0％と割合

が最も高く、次いで「生産・加工にかかる作業時間の短縮」（64.3％）、「不良率の低下」（49.8％）

などとなっている（図表 1-10）。 

 

  

0.2

10.0

24.4

24.9

26.9

27.5

39.3

41.7

83.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その他

教育訓練休暇(有給、無給の両方を含む)の付与

就業時間の配慮

社内での自主的な勉強会等に対する援助

自己啓発を通じて身に付けることが望まれるスキルや知識の提示

自己啓発の取り組みに対する人事考課における考慮

自己啓発を通して取得した資格等に対する報酬

教育訓練機関、通信教育等に関する情報提供

受講料などの金銭的支援

(％)

n=1,984

15.0 48.3 35.3 1.4

12.2 57.6 27.2 3.0

12.8 52.9 31.1 3.2

12.7 54.0 28.3 4.9

12.7 54.2 29.4 3.7

0 20 40 60 80 100
(％)

301人以上（n=207）

101～300人（n=724）

51～100人（n=933）

50人以下（n=1,140）

計（n=3,004）

 効果を感じている  やや効果を感じている  あまり効果を感じていない  効果を感じていない
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図表 1-10 従業員の育成・能力開発を行うことで、経営面においてどのような効果を感じているか 

（複数回答） 

 
 

７．従業員の育成・能力開発を行うことによる人事面への効果の実感度合い 

「能力開発実施企業」において、従業員の育成・能力開発を行うことによる人事面への効果を、

どの程度実感しているか尋ねたところ、「効果を感じている」が 9.9％、「やや効果を感じている」

が 57.0％となり、両者を合わせた 66.8％の企業が人事面への効果を実感している。 
規模別にみると、規模が大きいほど、効果を実感している（「効果を感じている」＋「やや効果を

感じている」）割合が高くなっている（図表 1-11）。 
 

図表 1-11 従業員の育成・能力開発を行うことによる人事面への効果の実感度合い（規模別） 

 

注：無回答を除く。 

 
人事面に「効果を感じている」または「やや効果を感じている」とする企業（n=2,005）に、ど

のような効果を感じているか尋ねたところ（複数回答）、「従業員の能力・スキルの底上げ」が 82.6％
と最も割合が高く、次いで、「既存の従業員のモチベーションの向上」（57.7％）、「従業員の仕事へ

のチャレンジ意欲の高まり」（43.4％）、「経験のある従業員の指導力の向上」（31.4％）などとなっ

ている（図表 1-12）。 

 

  

1.7

8.8

16.6

19.7

24.3

32.4

37.9

49.8

64.3

74.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他
事業分野の拡大

企業イメージの向上
高付加価値製品・商品の開発
注文に対する柔軟な対応の促進

製品やサービスに対する顧客満足度の向上
売上・利益の向上
不良率の低下

生産・加工にかかる作業時間の短縮
技術水準や品質の向上

(％)

n=2,010

13.5 60.9 24.6 1.0

9.5 60.6 28.1 1.8

10.9 56.9 30.1 2.2

8.6 54.0 33.5 3.9

9.9 57.0 30.5 2.6

0 20 40 60 80 100
(％)

301人以上（n=207）

101～300人（n=725）

51～100人（n=930）

50人以下（n=1,138）

計（n=3,000）

 効果を感じている  やや効果を感じている  あまり効果を感じていない  効果を感じていない
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図表 1-12 従業員の育成・能力開発を行うことで、人事面においてどのような効果を感じているか 

（複数回答） 

 

 

《２》デジタル技術の活用状況 

１．ものづくりの各工程・活動におけるデジタル技術の活用状況 

デジタル技術を活用して業務改善を行った・行っている工程をあげてもらったところ（複数回答）、

「事務処理」（43.9％）の割合が最も高く、以下「生産管理」（43.7％）、「製造」（39.9％）、「受注・

発注・在庫の管理」（35.2％）、「品質管理」（22.2％）、「企画・開発・設計」（20.4％）などと続く。

「行っていない」とした企業は 22.0％で、77.2％の企業が何らかのデジタル技術を活用した業務改

善に取り組んでいる（図表 2-1）。 
 

図表 2-1 デジタル技術を活用して業務改善を行った・行っている工程（複数回答） 

 
 

「企画・開発・設計」「製造」「生産管理」「品質管理」の各工程（以下、「4工程」）でデジタル技

術を活用して業務改善を行った・行っている企業に対し、各工程で行っているデジタル化の取り組

みはどのようなものか尋ねた（複数回答）。いずれの工程でも「見える化（データの収集・蓄積・分

析）」は 7 割台か 8 割台に達している。「自動化（データによる制御）」は、特に「製造」（49.5％）

で高く、ほぼ 5 割に達しており、「最適化（自動化を踏まえた工程全体の見直し）」は、「製造」「生

産管理」で 3 社に 1社程度、「企画・開発・設計」「品質管理」で 4社に 1 社程度が取り組んでいる

（図表 2-2）。 
 

0.1

8.3

9.0

9.9

11.0

20.4

20.6

31.4

43.4

57.7

82.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その他
新卒採用の応募の増加
中途採用の応募の増加

計画的に異動や配置ができるようになった
新入社員がすぐに仕事を覚えられるようになった

異動や配置のしやすさの向上
従業員の離職率の低下

経験のある従業員の指導力の向上
従業員の仕事へのチャレンジ意欲の高まり

既存の従業員のモチベーションの向上
従業員の能力・スキルの底上げ

(％)

n=2,005

22.0

1.2

3.8

5.8

35.2

43.9

22.2

43.7

39.9

20.4

0 10 20 30 40 50

行っていない
その他

顧客対応を含めたサービスの提供
顧客やマーケットに関する情報の収集・分析

受注・発注・在庫の管理
事務処理
品質管理
生産管理

製造
企画・開発・設計

(％)

n=3,313
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図表 2-2 デジタル化の内容（複数回答、工程別） 

 
 

２．導入・活用しているデジタル技術 

4工程で、どのようなデジタル技術を活用しているか尋ねた（複数回答）。「プログラミング・ソ

フトウェア・情報システム」は、いずれの工程でも 4 割以上の企業が導入・活用している。「セン

サー」「ロボット」は、特に「製造」で導入・活用されている状況となっており、約 4割にのぼる。

近年、注目されている「AI（人工知能：画像・言語認識技術、生成AI 含む）」の導入・活用は、「企

画・開発・設計」で 19.4％、「品質管理」で 15.8％となっている（図表 2-3）。 
 

図表 2-3 導入・活用しているデジタル技術はどのようなものか（複数回答、工程別） 

 
 

  

25.6

33.7

36.5

26.3

33.9

36.3

49.5

34.1

86.7

85.4

78.2

76.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

品質管理（n=735）

生産管理（n=1,447）

製造（n=1,322）

企画・開発・設計（n=677）

見える化（データの収集・蓄積・分析）
自動化（データによる制御）
最適化（自動化を踏まえた工程全体の見直し）

(％)

9.5

2.4

6.5

18.5

15.8

9.7

32.7

54.0

15.1

8.4

1.2

6.8

6.4

7.1

5.4

39.0

63.9

15.3

5.7

2.3

43.9

39.8

12.2

36.0

25.8

48.0

40.2

2.8

5.8

12.0

16.4

19.4

23.9

37.5

57.0

80.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

VR／AR／MR／SR(仮想現実等)

ロボット

センサー

AI(人工知能：画像・言語認識技術、生成ＡI含む)

制御技術

クラウド

プログラミング・ソフトウェア・情報システム

CAD／CAM

企画・開発・設計
（n=677）
製造
（n=1,322）
生産管理
（n=1,447）
品質管理
（n=735）

(％)
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３．デジタル技術の導入・活用を進めたきっかけ 

デジタル技術の導入・活用を進めたきっかけを、4工程ごとに尋ねた（複数回答）。いずれの工程

でも「経営者・役員の発案」との回答が半数を超えており、また、「社内からの要望（経営者・役員

以外）」が「企画・開発・設計」で約半数（50.2％）、その他の工程で約 4 割となっており、総じて

企業内部からの発案・要望がきっかけであるとする回答が多い。社外をきっかけとするものでは、

「グループ企業・取引先からの要請」がいずれの工程でも 1 割超（図表 2-4）。 
 

 

図表 2-４ デジタル技術の導入・活用を進めたきっかけ（複数回答、工程別） 

 
 

４．デジタル技術の導入・活用による効果として期待すること 

デジタル技術の導入・活用による効果として期待することを、4工程ごとに尋ねた（複数回答）。

「企画・開発・設計」では「品質の向上」（58.8％）、「作業負担の軽減や作業効率の改善」（58.2％）

がともに６割弱で上位にあがっている。「製造」も、「作業負担の軽減や作業効率の改善」（72.6％）、

「品質の向上」（66.9％）が上位にあがっているが、「生産体制の安定」も 65.3％と高く、また、「リ

ードタイムの削減」「人手不足の解消」「不良率の低下」も 6 割弱と高い。「生産管理」では、「作業

負担の軽減や作業効率の改善」（60.4％）、「生産体制の安定」（57.0％）、「リードタイムの削減」

（52.6％）が 5 割を超えている。「品質管理」は、「品質の向上」が 78.6％と最も高く、次いで、「不

良率の低下」も 60.7％と高い（図表 2-5）。 
 

  

3.1

3.1

3.9

5.3

3.9

7.5

7.1

17.4

43.0

56.3

3.0

2.8

4.6

6.5

3.2

6.5

9.3

13.4

39.6

59.6

3.6

3.5

4.3

10.0

4.8

8.0

6.8

15.0

40.6

60.1

3.2

3.7

3.8

6.5

8.1

8.6

8.9

14.8

50.2

56.6

0 10 20 30 40 50 60

その他

同業者からの推奨

支援機関からの推奨

国・地方公共団体からの補助金の活用

新規事業開始（事業拡大）

セミナー・イベントへの参加

ITベンダー等からの推奨

グループ企業・取引先からの要請

社内からの要望（経営者・役員以外）

経営者・役員の発案

企画・開発・設計
（n=677）
製造
（n=1,322）
生産管理
（n=1,447）
品質管理
（n=735）

(％)
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図表 2-5 デジタル技術の導入・活用による効果として期待すること（複数回答、工程別） 

 
 

５．デジタル技術の導入・活用のための人材確保の方法 

デジタル技術の導入・活用のための人材確保の方法を、4工程ごとに尋ねた（複数回答）。いずれ

の工程でも「社内人材の活用・育成」が半数を超えている。「新たに採用（新卒・中途）」は、「企

画・開発・設計」（22.9％）が他の工程よりも割合が高くなっている（図表 2-6）。 
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7.3
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30.7

26.3

23.7

32.0

31.2
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28.2

40.5

49.9

78.6

1.3

8.4

24.9

57.0

22.5

20.6

35.7

35.4

45.2

52.6

42.3

60.4

33.5

1.2

3.7

56.5

65.3

30.3

30.6

38.1

42.9

48.0

57.8

57.1

72.6

66.9

1.5

17.1

26.0

26.4

29.8

32.1

35.3

36.6

39.0

41.4

43.6

58.2

58.8
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テレワークやフレックス勤務等、
新しい就業制度の導入

不良率の低下

生産体制の安定
（設備や装置の安定稼働など）
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企画・開発・設計
（n=677）

製造
（n=1,322）

生産管理
（n=1,447）

品質管理
（n=735）

(％)
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図表 2-6 デジタル技術の導入・活用のための人材確保の方法（複数回答、工程別） 

 
 

６．社内人材の育成の方法 

デジタル技術の導入・活用のための人材確保の方法として、各工程で「社内人材の活用・育成」

を選択した企業に対して、その工程における社内人材の育成の方法を尋ねた（複数回答）。いずれ

の工程でも「現場での作業の実践を通じて（OJT）」が 5 割超となっており、「社内での研修・セミ

ナーの実施」はいずれも 3 割超となっている。「会社の指示による社外機関での研修・講習会への

参加」は、「企画・開発・設計」で 56.8％、「製造」で 50.6％、「品質管理」で 46.6％、「生産管理」

で 39.9％となっており、「生産管理」が他の工程よりも割合が低い。「シニア（中高年）の人材に対

する IT の再教育」はいずれの工程でも 3％未満にとどまる（図表 2-7）。 
 

図表 2-7 社内人材の育成の方法（複数回答、工程別） 
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従業員を大学院など教育機関で学ばせる
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デジタル技術関連の学会参加の奨励
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社内での研修・セミナーの実施
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７．デジタル技術の導入・活用の効果の実感 

デジタル技術の導入・活用の効果の実感を、4 工程ごとに尋ねた。いずれの工程でも「効果を感

じている」が 3 割を超えており、「やや効果を感じている」も足し合わせて、効果を感じている割

合を合計すると、8 割を超える（図表 2-8）。 

さらに、「効果を感じている」とする割合について、各工程で行っているデジタル化の取り組み

が「見える化のみ」「見える化と自動化、または自動化のみ」「最適化 5」のいずれであるかについ

ても分けたうえで、工程別にみた（図表 2-9）。 

結果をみると、いずれの工程でも、「効果を感じている」とする割合は、「見える化のみ」取り組

んでいる企業が最も低くなっている。「品質管理」の工程では、「効果を感じている」とする割合は、

「見える化のみ」と「見える化と自動化、または自動化のみ」との間では大きな差はなく、「最適

化」に取り組んでいる企業が特に高くなっている（42.9％）。「企画・開発・設計」「製造」「生産管

理」の各工程では、「見える化と自動化、または自動化のみ」と「最適化」の間での差はそれほどみ

られない。 
 

図表 2-8 デジタル技術の導入・活用の効果の実感（工程別） 

 
 

  

 
5 「最適化」に取り組む企業には、「最適化」のほかに「見える化」「自動化」もあわせて取り組む企業も含む。 

30.4 58.5 8.9
0.4
1.8

33.3 51.1 10.1
1.6

4.0

34.0 51.9 6.9
2.4

4.8

38.1 51.4 5.2
1.5

3.8

0 20 40 60 80 100
(％)

品質管理（n=735）

生産管理（n=1,447）

製造（n=1,322）

企画・開発・設計（n=677）

 効果を感じている  やや効果を感じている  あまり効果を感じていない  効果を感じていない  無回答
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図表 2-9 デジタル技術の導入・活用の「効果を感じている」割合（工程別） 

 
注：無回答を除いて集計。サンプルサイズは【企画・開発・設計】の「見える化のみ」が317、「見える化と自動化、また

は自動化のみ」が 146、「最適化」が 172。【製造】の「見える化のみ」が 447、「見える化と自動化、または自動化のみ」

が356、「最適化」が465。【生産管理】の「見える化のみ」が638、「見える化と自動化、または自動化のみ」が278、「最

適化」が469。【品質管理】の「見える化のみ」が133、「見える化と自動化、または自動化のみ」が144、「最適化」が177。 
 

 
＜回答企業の属性＞（単位：％） 

 

42.9

38.8

41.3

44.8

31.3

38.5

38.2

47.9

27.1

27.4

27.1

33.4

0 10 20 30 40 50

品質管理

生産管理

製造

企画・開発・設計

見える化のみ
見える化と自動化、または自動化のみ
最適化

(％)

3,313 1,000万円以下 23.0

プラスチック製品製造業 11.3 1,000万円超～1億円以下 68.2

鉄鋼業 3.7 1億円超～3億円以下 3.4

非鉄金属製造業 4.0 3億円超～10億円以下 3.2

金属製品製造業 27.4 10億円超 2.1

はん用機械器具製造業 5.4 50人以下 40.3

生産用機械器具製造業 10.5 51～100人 30.8

業務用機械器具製造業 5.3 101～300人 22.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 5.7 301人以上 6.4

電気機械器具製造業 12.3 増加(10％以上) 19.9

情報通信機械器具製造業 0.9 やや増加(5％以上10％未満) 19.7

輸送用機械器具製造業 13.3 横ばい(5％未満の増減) 25.2

その他 0.2 やや減少(5％以上10％未満) 11.3

減少(10％以上) 17.3

無回答 6.6

業種

資本金
規模

従業員数

2024年10月1日時点と、
5年前（2019年10月1日
時点）を比較した時の労

働生産性の変化

合計（回答企業数）
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